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日本政府は高性能な人工知能（AI）の急速な拡大と高度化に伴い、省庁横断的な包括対策の一環
として知的財産（知財）保護および透明性確保に向けたルール策定に本格着手した1。生成AI技術は
産業の生産性向上やイノベーション創出に寄与する一方で、無断データ学習による著作権侵害リス

ク、検索拡張生成（RAG）を背景とした報道コンテンツの不当利用、さらにはサイバー空間での悪用
リスクなど、広範な社会的課題を突きつけている3。 
本レポートでは、日本経済新聞の報道を踏まえ、政府が推し進める省庁横断型ガバナンスの全体

像、核心施策である「プリンシプル・コード」の構造、知的財産権者・大手メディアとAI事業者間の軋
轢、ならびに著作権法を含む法制度の課題と中長期的な波及効果について包括的に分析する。 

政策導入の背景と省庁横断型AIガバナンスの全体像 
生成AI技術がテキスト生成から画像・音声・動画生成、さらには高度な推論機能を備えたフロンティ
アモデルへと急速に進化したことで、従来の法体系では想定しきれなかった新たな知財リスクや安

全保障上の課題が顕在化している2。特に、インターネット上の多大な著作物が無断でモデルの学習

データに組み込まれ、クリエイターやメディアの知財価値が損なわれるとの懸念が急速に高まった4。 
こうした状況に対応するため、政府は内閣府の知的財産戦略推進事務局を中心として省庁横断のタ

スクフォース的な推進体制を構築し、AIの利活用促進と悪用・権利侵害対策を両立させる政策方針
を打ち出した2。2025年9月に全面施行された「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関
する法律（AI推進法）」および同年12月に閣議決定された「AI基本計画」の流れを受け、知財保護を
基軸とした実効性のある規律形成が進められている4。 
政府が立ち上げた包括的な対策は、相互に補完し合う4つの柱によって構成されている2。第1の柱
は「生成AI事業者の透明性確保」であり、学習データの概要や使用モデルの情報開示ルールの確
立および「プリンシプル・コード」の策定を中心とする2。第2の柱は「重要インフラの防御」で、高性能
AIの悪用による高度なサイバー攻撃リスクに備え、重要インフラ事業者の防御体制の強化と関連法
整備を進めるものである2。第3の柱である「関連法制度の点検」では、著作権法（第30条の4や第47
条の5等）の実効性を再検証するとともに、不正競争防止法や個人情報保護法等との適用関係を整
理する2。最後に第4の柱として「国際ルール形成」を掲げ、G7広島AIプロセスや欧州連合（EU）のAI 
Actなどの国際的な枠組みと調和を図り、グローバル事業者を包摂するガバナンスの実現を目指し
ている2。各省庁が所管分野に応じた対策を担い、内閣府が一元的な調整機能を果たすことで、技術

開発のスピードに即応した機動的なガバナンスの構築が進められている2。 

知財保護の核心策：「プリンシプル・コード」の構造と規律メカニ

ズム 



政府が講じる知財保護策の最も中核的な施策が、内閣府知的財産戦略推進事務局によって取りま

とめられている「生成AIの適切な利活用等に向けた知的財産の保護及び透明性に関するプリンシプ
ル・コード（仮称）（案）」の制定である4。本コードは、法律のような直接的な罰則を伴うハードローで

はなく、事業者の自主的な取組を促す「ソフトロー」として位置付けられている9。 
規律の手法には、コーポレートガバナンスなどで用いられる「コンプライ・オア・エクスプレイン（原則を

遵守するか、遵守しない場合はその理由を説明する）」方式が採用された9。これにより、急速に変化

するAI技術に対して硬直的な法規制を回避しつつ、事業者に相応の説明責任と社会的規律を課す
狙いがある9。 
プリンシプル・コードは、主に開発者およびサービス提供者を対象とし、以下の3つの基本原則から
構成されている9。 
 

原則 名称 主な要求事項・具体

的内容 
意図と効果 

原則1 透明性確保のため

の概要開示 
・使用モデルの名

称・アーキテクチャの

概要公表9 

 

・学習データセットの

構成や収集方法の

概要明示9 

 

・知財侵害防止のた

めの技術的措置の

有無の開示9 

開発プロセスを可視

化し、利用者および

権利者がリスクを予

測・評価可能にする9

。 

原則2 権利者への詳細開

示 
・権利行使や法的措

置を準備する権利者

からの照会対応9 

 

・特定コンテンツ（

URL等）が学習デー
タに含まれるかの個

別確認9 

 

・交渉や訴訟に必要

な最低限の情報提

供プロセスの構築9 

権利者が侵害事実

を発見・立証する際

の情報非対称性を

解消する9。 

原則3 知財保護のための ・Webクローリング時 権利者の意向を技



技術的措置 における robots.txt 
の厳格な尊重5 

 

・有料コンテンツ（ペ

イウォール）の無断

回避・取得の禁止10 

 

・権利者のオプトア

ウト（意思表示）を尊

重する仕組みの導

入5 

術的に反映し、無許

可学習や無断クロー

ルを抑止する5。 

本コードは日本国内に拠点を置く事業者に留まらず、日本国内向けにサービスを提供する海外事業

者も対象として想定されている13。海外企業との競争条件の公平性（イコールフィッティング）を保ち、

国内の知財・コンテンツの流出を防ぐことが意図されている5。 

権利者・メディア産業からの要請と実務上の摩擦 
政府によるプリンシプル・コードの提示に対し、コンテンツ創出を担う権利者団体や大手報道機関か

らは、知財保護の方向性を評価する声が上がる一方で、ソフトローの限界や実効性に対する強い懸

念が表明されている5。 
一般社団法人日本新聞協会などの報道機関は、生成AIやAI検索（RAG技術を活用した回答生成）
がもたらす実害として、主に3つの構造的課題を提起している5。第一に、AIが検索結果として記事の
要約や回答を直接提示することで、利用者が発信元のニュースサイトを訪問しなくなる「ゼロクリック

サーチ」の定着である5。これによりアクセス数に基づく広告収入や有料購読料が激減し、報道機関

が取材活動に再投資する資金循環が損なわれる危機に直面している5。第二に、技術的措置の形骸

化である。権利者側が robots.txt 等で明確に収集拒否の意思を示しているにもかかわらず、ユー
ザーエージェントを隠蔽・変更して無断取得を強行する事業者や、サードパーティのデータ収集業者

を迂回して学習データを取得する不当な実態が確認されている5。第三に、情報非対称性の存在で

ある。学習データや参照用知識データの利用状況が開示されないため、権利者が侵害事実を把握

できず、正当なライセンス契約や対価還元の交渉すら進まない状況が続いている5。 
こうした背景から、読売新聞社、朝日新聞社、日本経済新聞社などの主要報道機関は、報道コンテ

ンツを無許可で使用した米系AI検索新興企業（パープレキシティなど）に対して提訴や抗議声明を相
次いで実施した5。海外市場においても、大手出版社によるAI開発企業（アンソロピック等）に対する
巨額の著作権侵害訴訟や和解事例が表面化しており、知的財産をめぐる紛争は理論的議論から現

実の法的制裁・紛争フェーズへと移行している8。 
知的財産権の保護とAI活用のバランスをめぐっては、立場ごとに重視する優先事項が大きく異なっ
ており、政策調整における主要な論点となっている4。 
 

ステークホルダー 主な立場と要求 直面する課題・不満 政府に求める対応 



コンテンツ権利者 
 
（新聞社・出版社・ク

リエイター） 

・無断学習および無

断要約の防止4 

 

・オプトアウト尊重の

法的義務化5 

 

・透明性ある対価還

元枠組みの確立5 

・ソフトローでは海外

事業者の違反を抑

止できない5 

 

・robots.txt の形骸
化と迂回収集の横行
5 

 

・ゼロクリックサーチ

による収益悪化5 

・著作権法の改正

（オプトアウト義務付

け）5 

 

・違反事業者への迅

速な法的制裁の導

入7 

 

・知識データ収集業

者の透明性規制5 

AI事業者 
 
（開発者・サービス提

供者） 

・イノベーションを阻

害しない柔軟な規律
4 

 

・学習データ取得に

関する法的予見可

能性4 

 

・過度な開示義務

（機密保持）の回避10 

・各国の規制差異に

よるコンプライアンス

コストの増大9 

 

・学習データに含ま

れる全権利の把握

の技術的限界4 

 

・過度な開示による

競合上の不利10 

・「コンプライ・オア・

エクスプレイン」の柔

軟な運用9 

 

・著作権法第30条の
4の柔軟性の維持8 

 

・標準化されたオプト

アウト技術指針の策

定 

政府・行政機関 
 
（内閣府・文化庁・経

産省） 

・AI開発のイノベー
ション促進と権利保

護の両立4 

 

・安全・安心な利用

環境の構築9 

 

・国際的ルールメイ

キングでの主導権確

保2 

・技術進化の速度に

対する法改正プロセ

スの遅延 
 
・海外事業者に対す

る実効性ある法的管

轄権の行使 
 
・国内AI産業の競争
力低下リスク 

・プリンシプル・コード

の周知と普及定着9 

 

・実効性の継続的な

検証と法制化の検討
7 

 

・集中権利処理メカ

ニズムの構築支援16 

制度的波及効果と中長期的な構造課題 
政府による省庁横断的な知財保護ルールの整備は、単なるガイドラインの策定にとどまらず、日本

の著作権法体系やデジタルエコシステム全体に対して深い制度的・経済的影響を及ぼす4。 
日本の著作権法第30条の4は、情報解析を目的とする場合、思想や感情の「享受」を目的としない
限り原則として権利者の許諾なく著作物を利用できると規定し、日本がAI開発に好適な環境とされる
根拠となってきた8。しかし、文化庁のガイドラインや最新の司法判断を通じて、その適用範囲には明

確な限界が存在することが定着しつつある6。特定作家の作風や表現を意図的に再現させるような



「享受目的」が併存する場合や、AI学習用に販売されている画像データベース等を無断でコピーして
利用するなど「著作権者の利益を不当に害する場合」、さらには違法にアップロードされた海賊版と

知りながら学習データに組み込む行為は、第30条の4の権利制限規定の対象外となり、明確に著作
権侵害を構成する6。 
実際に2025年11月には千葉県警により、AI生成画像に関する著作権法違反容疑での書類送検事
例が発生した6。人間側の具体的な指示や選択・判断といった「創作的寄与」の有無、および既存著

作物との「類似性・依拠性」を厳格に問う司法実務が定着し始めており、AIなら何でも無制限に許容
されるわけではないという認知が社会的に定着している6。 
データ学習段階の問題に加え、AI生成・出力段階における「検索拡張生成（RAG）」や「AI要約」の普
及が、新たな知財摩擦を生み出している5。AI検索サービスが一次情報を要約してユーザーに直接
提示することで、利用者が発信元のウェブサイトへ遷移しない「ゼロクリックサーチ」が日常化する

と、コンテンツ創出者へのアクセス数や広告収入の還元の仕組みが遮断される5。結果として、独自

取材や一次情報を制作するための費用が回収不能となり、質の高いコンテンツの再生産サイクルが

停止するリスクがある5。これは単に報道機関の経営問題にとどまらず、AI自身にとっても「高品質な
学習データがインターネット上から枯渇し、AI生成物同士を再学習することでモデルの品質が劣化す
る（モデル崩壊）」という構造的悪循環を引き起こす要因となる。 
政府が提示するプリンシプル・コードはコンプライ・オア・エクスプレインに基づくソフトローであるが、

権利者側からは強制力や罰則が伴わなければ海外の大手プラットフォーム事業者や悪質な事業者

を抑止できないとの批判が強い5。特に著作権法第47条の5第1項1号では技術的措置によるオプトア
ウトの尊重が要件化されているのに対し、情報解析に関する第30条の4や第47条の5第1項2号には
同様の規定が明文化されていないことが法的な盲点として指摘されている5。今後、プリンシプル・

コードの運用において海外事業者等の遵守状況が改善しない場合、政府はソフトローの段階から法

改正（オプトアウト尊重の法的義務付けや開示命令権限の創設）を含むハードローへの移行を迅速

に検討せざるを得ない局面に至ると予想される7。 

結論と今後の展望 
日本経済新聞（2026年8月14日付朝刊）が報じた政府の省庁横断型AI知財保護ルールの検討は、
日本のAIガバナンスが利活用推進の一辺倒から「権利保護と安全性の確保を重視した統合的ガバ
ナンス」へと移行したことを象徴している1。 
本分析から導き出される今後の展望および政策的インプリケーションは以下の通りである。 
第一に、「プリンシプル・コード」の実効性検証と段階的法制化の推進である。政府はまずソフトロー

であるプリンシプル・コードの周知と定着を図るが、海外事業者を含めた遵守状況をモニタリングす

る監視枠組みを設置することが不可欠である7。実効性が担保されない場合は、著作権法（第30条
の4および第47条の5）の法改正を行い、オプトアウト尊重やデータ流通の透明性確保を法的義務へ
と向上させる道筋が求められる5。 
第二に、対価還元メカニズムと権利集約インフラの構築である。知財保護の目的は単なるAI学習の
拒否や排除ではなく、持続可能な対価還元のエコシステムを創出することにある9。個別のライセン

ス交渉が困難な権利者のために、複数の権利者が有する知財権を集約し、簡易かつ包括的にライ

センス許諾と対価還元を行える「集中権利処理・ライセンスインフラ」の構築が緊急の課題となる16。 
第三に、国際的な規律の調和とイコールフィッティングの確保である。EUのAI Actなど諸外国の厳格
な規制と整合性を取りつつ、国内市場で活動する外国事業者に対して日本の知財ルールを徹底さ



せる国際連携が必要である2。国内企業だけに過度なコンプライアンス負担を強いて国際競争力を

損なう事態を避けつつ、国内クリエイターの知的財産を守る均衡あるルール運用が求められる5。 
生成AI時代の知財ガバナンスは、技術開発者、コンテンツ創出者、利用者の三者が共創関係を維
持できるエコシステムを構築できるか否かにかかっており、政府には変化に即応する柔軟かつ実効

性ある政策舵取りが強く求められている4。 
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